
会計検査院は，憲法および会計検査院法に基づ

き，国や国が出資している独立行政法人，国立大

学法人等，国が補助金等を交付している都道府

県・市町村等の平成２０年度の会計などを検査し，

その結果を平成２０年度決算検査報告に取りまと

め，２１年１１月１１日，これを内閣に送付した。

平成２０年度決算検査報告に掲記された指摘事項

等の総件数は７１７件で，そのうち公共工事の実施

等に関するものは４７件である（表参照。これらに

は，公共事業の施行に伴う補償，公共工事の施工

管理，整備した施設の維持管理に係る調査・点

検，施設の利用等に関する事例を含む。なお，事

例の分類等は筆者の個人的見解による）。

本稿では，これら公共工事関係の事例を簡単に

紹介することとしたい。

なお，以下，�「不当事項」は，法律，政令若

しくは予算に違反し又は不当と認めた事項，�

「意見表示・処置要求事項」は，会計検査院法第

３４条又は第３６条の規定により，関係大臣等に対し

て会計経理や制度，行政等について意見を表示し

平成２０年度決算検査報告における公共工事関係の指摘事項件数・金額

省庁・団体 設 計 積 算 施 工 契約支払等 事業効果等 計

件 件 件 件 件 件
国土交通省 ９ ６ １ ５ ３ ２４

農林水産省 ５ ２ ３ １０

その他省庁 ２ ３ ５

出資法人 ２ ３ ３ ８

合 計
（指摘金額）
［背景金額］

１６
（１，９２９百万円）
［ ― ］

１１
（１０９百万円）
［２７３８億円］

３
（１７８百万円）
［ ― ］

８
（１，３２２百万円）
［９４億円］

９
（１８，２１５百万円）
［２６７２億円］

４７
（２１，７５６百万円）
［５５０４億円］

（注）１． 本表の指摘事項には，公共事業の施行に伴う補償，公共工事の施工管理，整備した施設の維持管理に係る調
査・点検，施設の利用等に関するものを含む。

２．「指摘金額」は，不適切な設計や施工により所要の安全度が確保されていなかったり，工事の目的を達して
いなかったりしている部分に係る工事費，過大な積算や不適切な契約処置により割高又は過大になっている契
約額や支払額，未利用又は低利用で目的を達していない土地や施設等に係る事業費などである。「背景金額」
は，上記の指摘金額を算出できないときに，その事態に関する支出額や投資額の全体の額を示すものである。
なお，検査報告における国庫補助事業の指摘金額・背景金額は，国庫補助金ベースであるが，本表では原則と
して事業費ベースで計上した。

平成２０年度決算検査報告における
公共工事関係の指摘事例

た ざわ ひさ お

会計検査院第３局 環境検査課長 田沢 久雄
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又は是正，改善の処置を要求した事項，�「処置

済事項」は，検査において意見を表示し又は処置

を要求すべく指摘したところ，当局において改善

の処置を講じた事項である。また，金額は，断わ

りのない限り指摘金額であり，国庫補助事業の事

案の指摘金額・背景金額は，検査報告では補助金

ベースであるが，本稿では原則として事業費で示

した。

設計に関するもの

設計に関する指摘事例には，構造物の安全性等

の性能に係るものと経済性に係るものがある。

� 安全性等の性能に係るもの

これらは，設計が適切でなかったため，構造物

に求められる所要の安全度や性能が確保されてい

なかったもので，いずれも不当事項である。構造

物としては，落橋防止システムに関するものが多

く，５件ある。

原因は，設計業者から提出された成果品に誤り

があったのに事業主体がそれを見過ごしたこと

や，事業主体の設計に関する認識や理解が十分で

なかったことによるが，中には，事業主体が請負

人からの問題提起に適切に対応しなかったことに

よるものもある。

（不当事項）

・橋りょう工事で，地震時に液状化が生ずる地盤

があるのに落橋防止構造の設置を省略したり，

兼用してはならない落橋防止構造と変位制限構

造を兼用したりしていた（５件，計１億１６６２万

円）。

・道路工事で，設計CBR及び交通量区分を誤っ

て設定したため，舗装構造の等値換算厚が必要

とされる値を下回っていて，所定の設計期間１０

年における舗装の安全かつ円滑な交通が確保さ

れないものとなっていた（２５１２万円）。

・道路工事で，ガードレールを擁壁上部に直接設

置する際に，車両衝突時の荷重を考慮した安定

計算の検討を行っていなかったため，擁壁の転

倒に対する安全率が許容値を下回っていた（７６３

万円）。

・道路工事で，粘土層等の軟弱地盤上の盛土に接

して施工した水路について，盛土の沈下が進ん

だ後に築造するなどの沈下対策の検討が十分で

なかったため，大幅な沈下や逆勾配が生じてい

た（５５２万円）。

・交通安全施設工事で，道路照明の使用材料承諾

願に，設計（１８０W高圧ナトリウムランプ）と

異なる仕様のランプ（１１０Wランプ）を使用す

る旨が記載されていたのに，これを承諾してい

たため，所要の路面照度が確保されていなかっ

た（３０３万円）。

・農業用排水路工事のプレキャスト水路の設計

で，上部を通行する車両の重量を考慮していな

かったり，考慮してはならない地盤支持力を考

慮したりしていたため，基礎杭として打設する

松杭の本数が過小になっていた（２６１３万円）。

・バイオマス施設の進入路のブロック積擁壁につ

いて，背後の地形が上方に勾配のある傾斜地と

なっているのに，水平であるとして擁壁に作用

する土圧を算定していた（３２０万円）。

・道路の落石防護柵の支柱について，構造計算で

想定していたものより断面の小さなものを用い

る設計としていたのに新たに構造計算を行って

いなかったり，落石防護柵を設置した既設の擁

壁について，設置に伴い新たに作用する土圧に

対する安定計算を行っていなかったりしていた

（３９３万円）。

・廃棄物最終処分場の浸出水処理施設工事で，渓

谷となっている地山を切り盛りして大規模な調

整池（縦６２m，横１２０m，深さ７m）を築造す

るものであるのに，その基礎について，杭基礎

等ではなく，厚さ２０cmの基礎コンクリートを

設ける設計としていたため，地盤沈下により調

整池にひび割れ等の損傷が生じ，供用できない

ものとなっていた（１３億９８９９万円）。本件工事

では，請負人が自身の判断で基礎地盤のボーリ

ング調査を行って，沈下量が設計の想定を大き
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く上回るとの報告をしていたが，この問題提起

は事業主体及び設計業者の容れるところとはな

らなかった。本件の手直し工事費は，原工事費

とほぼ同額の十数億円に上るものとなってい

る。

� 経済性に関するもの

これらは，必要以上の規模の施設を整備した

り，経済的な材料を用いる設計としていなかった

りしていたものである。また，公共施設は，設置

すれば終わりというものではなく，その後の維持

管理を伴う。そして，設置及び維持管理を通じ

て，より少ない費用でより大きな効用を発揮させ

ることが重要であり，そのためには，工事費だけ

でなく，ランニングコストにも配慮する必要があ

る。ここでは，施設を維持管理する上で必要な機

器の規格に関する不経済な事態もある。

（不当事項）

・体験農園施設の利用者数は隣接する農産物販売

施設の利用者数の内数であることが事業計画に

明記されているのに，これを外数であると誤認

して駐車場の整備面積を過大にしていた（２５９

万円）。

（意見表示・処置要求事項）

・道路照明施設について，水銀ランプより経済性

と環境負荷の低減に優れている高圧ナトリウム

ランプ等の省電力型ランプに交換した際に電気

需給契約（２，５９４契約）の契約容量を見直して

いなかったり，最適な交換方式を採用していな

いためになお多数（８，６４３灯）の水銀ランプを

使用していたりしていた（１億６９７７万円）。

（処置済事項）

・道路改良工事等３４１工事で，リサイクル原則化

ルールの趣旨が徹底されていなかったため，再

生砕石でなく，新材砕石等を使用していて，環

境に配慮した経済的な設計となっていなかった

（１億６７４０万円）。

積算に関するもの

積算の指摘には，単純な転記ミスや単位誤り，

現場や取引価格の実態との不適合といった事例が

多い。また，近年，競争契約における落札率は低

下傾向にあるが，前工事に引き続き同一の請負人

に随意契約で発注する後工事の予定価格の算定

に，こうした競争の利益を反映させるよう意見を

表示したものがある。また，工事費に関する事例

のほか，補償費や施工管理業務委託費の積算に関

する事例もある。

� 工事費の積算に関するもの

（不当事項）

・公営住宅の外壁改修工事で，１棟当たりの面格

子９か所分の設置費の見積価格を誤って１か所

当たりの設置費として積算していた（３３２万

円）。

・小・中学校校舎の耐震補強工事で，K型鉄骨ブ

レースを固定する無収縮モルタルの所要量を設

計書に誤って過大に転記したり，無収縮モルタ

ルを注入する際の型枠の所要量を誤って２倍に

したりするなどしていた（３件，計１７４４万円）。

（意見表示・処置要求事項）

・競争入札により契約した前工事に引き続き同一

業者との随意契約により行う後工事の予定価格

の算定において，前工事の競争の利益を反映さ

せる方法として，後工事の設計金額に前工事の

落札率を乗ずる落札率方式や，前工事に含まれ

る工種について単価等の合意を行って後工事の

積算に使用する単価合意方式があるが，いずれ

の方法も採っていない事業主体の後工事１８２工

事で，落札率が前工事より高率（平均９．６ポイ

ント）となっている事態が見受けられた。した

がって，前工事のみならず，工事全体として競

争による経済性等が図られるよう，落札率方式

又は単価合意方式等の方法を採用する要がある

（背景金額２７３８億円：前工事の競争の利益が反
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映されていない後工事１８２工事の工事費）。

（処置済事項）

・橋りょう上部工工事１１工事の橋面防水工費の積

算で，市場における実際の取引価格を調査する

ことなく，物価資料掲載のメーカー発表価格を

そのまま採用していた（３６９０万円）。

� 補償費等の積算に関するもの

（不当事項）

・土地区画整理事業に伴い支障となる自動車教習

所の移転補償費の算定で，アスファルト舗装約

１万m２等の撤去費について，大型の機械でな

く，人力施工を前提とした単価を適用していた

（５９４万円）。

・道路整備に伴い支障となる水道管等の移設補償

費の算定で，財産価値の減耗分を控除していな

かった（５８７万円）。

・道路改築事業に伴い支障となる鉄骨造り建物の

移転料の算定で，建物の主要構造部に使用され

ている主要鋼材は既製のH型鋼であるのに，割

高なビルドH型鋼の単価を適用していた（３６０

万円）。

・道路改築事業に伴い支障となる温室施設等の工

作物移転料の算定で，推定再建築費に耐用年数

や経過年数等から定まる再築補償率を乗ずるこ

ととなっているのに，これを乗じていなかった

（２９８万円）。

（処置済事項）

・鉄道施設の撤去・移設等の工事に係る施工管理

業務委託２２契約で，資料の収集整理，使用材料

の品質確認，設計図書との現場照合などの業務

に従事する者には，「技術員」の職種を適用す

れば足りるのに，「技師�」の職種を適用して

委託費を積算していた（３３９０万円）。

施工に関するもの

いわゆる施工不良の事態で，いずれも不当事項

である。原因は，請負人のミスや粗雑な施工と，

発注者の監督・検査不十分である。

（不当事項）

・防波堤工事で，堤体本体のセルラーブロックの

底部に摩擦増大マットを取り付けて，マウンド

の上に据え付ける設計としていたのに，請負人

が誤って摩擦増大マットを取り付けないまま施

工していた（１８４０万円）。

・ダム等の管理に必要な制御盤等の据付工事で，

製作図等で使用することとしていたおねじ形ボ

ルトではなく，誤って，JEM指針で使用が想

定されていないめねじ形ボルトにより固定して

いたため，地震時における機能の維持が確保さ

れていなかった（１億５８３８万円）。

・農業用水路の目地補修工で，シーリング材を充

てんするための切込みを所定の深さまで行って

いなかったため，シーリング材とコンクリート

との接着厚さが不足して，シーリング材がはく

離するなどにより，水密性が確保されず漏水を

生ずるおそれがある状態になっていた（１７７万

円）。

契約・支払等に関するもの

ここでは，工事や調査・設計業務の契約及び支

払に関する事例を上げる。この中では，状況の変

化に対応して適切に契約変更の処置を執るべきと

するものが多い。また，公共施設の維持管理にお

いて発注者が支払った費用を原因者等から徴収す

べきとする事例もある。

（不当事項）

・下水道の送泥管の材料として，設計図書と異な

る管種のものを使用する旨の請負人の申請を承

諾していたのに，これに伴う契約額の減額変更

等の処置を執っていなかった（５６１万円）。

（不当事項，意見表示・処置要求）

・河川工事に伴い必要となる鉄道工事の施行を鉄
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道事業者に委託する場合，事業主体は，鉄道事

業者との間で，全体協定及び年度協定を締結し

て，年度協定ごとに出来高等を把握した後に委

託費を支払うが，５事業主体の６件の委託工事

で，年度協定に基づく工事が翌年度に繰り越さ

れても，年度協定を変更しないまま，新たな翌

年度の年度協定を締結していたため，両年度協

定における工期の一部が重複して，年度協定ご

との工事の出来高の把握が行えない状況である

のに，年度協定に基づく工事がすべて完了した

として鉄道事業者に委託費を支払っていた（背

景金額８６億円：出来高の把握を的確に行えない

まま支払った委託費）。このうち１件の工事で

は，出来高検査を適切に行わないまま，平成１６

年度から１９年度までの間に，実際の出来高より

８億２３５８万円過大な２７億余円の委託費を支払っ

ていて，不当事項とされている。

（意見表示・処置要求事項）

・国道管理の一環としての路面下空洞調査業務の

発注で，求める成果の内容を明確にしていなか

ったり，すべての探査データの提出を求めてい

なかったり，価格面の競争を取り入れた契約方

式を導入していなかったり，調査業務に要した

費用の増額変更に伴う占用企業者（地下埋設物

を設置している企業等）の負担金の増額変更協

議を年度内に速やかに行っていなかったりして

いた（指摘金額１０８７万円：平成２０年度の占用企

業者１１者からの負担金徴収不足額。背景金額６

億円：２０年度の路面下空洞調査業務１６契約に係

る支払額）。

・国道の道路照明やガードレールなどの道路附属

物等の損傷事故によって必要となった復旧工事

に係る負担金債権について，損傷事故を起こし

た者等に督促状を適切に発行していなかった

り，滞納処分をほとんど実施していなかった

り，破産手続に伴う債権の申出を適切に行って

いなかったりしていて，負担金債権が不納欠損

として処理されるなどしていた（指摘金額１億

０３９８万円：平成１６年度から２０年度までの不能欠

損処理債権３８３件の額。背景金額２億円：２０年

度末現在で収納未済となっている債権５８０件の

額）。

（処置済事項）

・単価契約による高速道路の交通事故復旧対策

工，舗装・構造物補修工等の維持補修工事５契

約で，各工種の出来高数量が予定数量を大幅に

上回るなどして，支払額の合計が予定支払額を

大幅に上回っているのに，工期の途中で諸経費

率の逓減に応じて契約単価を減額する契約変更

を行っていなかった（２件，計１億９６４５万円）。

・下水道終末処理場等の再構築に係る基本設計業

務４０契約で，他の者でも業務を実施できるの

に，特定の財団法人との間で随意契約を締結し

ていた（１億８２３３万円）。

事業効果等に関するもの

補助事業で取得した土地や建物が利用されてい

なかった事例のほか，�年度末に経済対策の一環

として組まれた補正予算が，その趣旨に沿わない

施設にまで配分されていて，効果が限定的となっ

ている事例，�例外的に認められた農地転用であ

るのに，転用目的に寄与しておらず，結局，整備

効果，転用効果のいずれの効果も発揮されていな

い事例，�構造物の点検・補修データがシステム

に登録されておらず，点検結果を十分活用できな

いこととなっている事例がある。

（不当事項）

・下水汚泥の焼却灰を道路用の路盤材等として利

用するまでの間，一時貯留するための仮置場と

して取得した用地が，約３０年の間，一度も利用

されていなかった（５億３７００万円）。

・魚介類の荷さばき施設の建物が，漁具が保管さ

れるなどしていて，２０年近く，荷さばき施設と

しては全く利用されていなかった（６３５３万

円）。
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（意見表示・処置要求事項）

・河川改修事業を実施するために取得した用地の

うち，５年以上工事に未着手となっているもの

が２２４万m２（取得金額８３６億円＝背景金額）あ

り，このうち１０年以上未着手が１４６万m２（６５

％），１５年以上未着手が７５万m２（３３％），２０年

以上未着手が４３万m２（１９％）となっていて，

未着手期間が長期にわたるものが多数存在して

いる。これらのうち，旧地権者等に無断で使用

されているものが１１万m２（取得金額４９億９９０６

万円＝指摘金額）あった。また，未着手用地の

中には，広場，運動場等として公共目的に活用

されているものもあるが，大部分は活用が図ら

れていない。

・まちづくり交付金事業で，�国土交通省が市町

村からの予算要望額を上回る額の予算内示を行

っていたことにより，９３２地区で交付要綱に反

して単年度交付限度額を上回る交付申請及び交

付決定が行われていたり，�上記�などによ

り，３４地区で最終年度等に交付対象事業はある

が交付金が０円となって，交付金の交付申請や

実績報告が行われないことにより，最終的な事

業実施状況の確認や交付金の精算等の手続を補

助金等適正化法等に基づいて行うことができな

いこととなっていたり，�既に整備計画上の事

業として位置付けられている公園，広場等５９３

施設が，防災施設として補正予算による交付金

の割増し対象となっていて，防災施設の整備促

進という補正予算の効果が限定的なものとなっ

ていたりしていた（背景金額１６９８億円：平成１６

年度から２０年度までの単年度交付限度額を上回

っている交付金額１５２０億円，最終年度等に交付

金の充当がない地区における当該年度の交付対

象事業費６８億円及び防災施設に係る２０年度補正

予算による交付金額１１０億円）。

・中山間地域の農業生産活動等の拠点として，会

議や集会，実習，研修，農産物の調理・加工等

の目的に利用されることにより農業・農村の活

性化に資する多目的施設である活性化施設１２７

施設で，実際の利用者数が計画利用者数を下回

っていて，事業効果が十分に発現していない事

態が見受けられたので，活性化施設内における

販売スペース等の設置に関する規制を緩和する

などして，地産地消の促進，地域住民の就業機

会の増大等をさせ，中山間地域における農業・

農村の一層の活性化を図る要がある（１２５億２５０７

万円）。

・国等が実施した土地改良事業の受益農地のう

ち，農業従事者の就業機会の増大に寄与する商

業施設等の施設の用に供するために例外的に転

用の許可を受けた受益農地７４haにおいて，設

置された施設が転用許可後に農業従事者の就業

機会の増大に十分寄与していなかったり，受益

農地が転用目的に供されないまま長期間にわた

り放置されていたりしていた（９０６９万円）。

・高速道路における道路構造物の詳細点検（構造

物の健全性を評価し，中長期的な状態を予測す

るために，５年又は１０年に１回，近接目視，打

音等により行う点検），安全点検（安全性を日

常的に確認するために本線内からの車上目視等

により行う点検）等における点検データや補修

データが点検データ管理システムに登録されて

おらず，計画的かつ効率的な管理のために活用

できるものとなっていなかった（３件，背景金

額計１３８億円：平成１７年度から２０年度までの詳

細点検等に係る契約等の額）。

以上に紹介した事例を含め，会計検査院の指摘

事項等について，詳しくは検査報告をご覧いただ

きたい（会計検査院ホームページに全文掲載）。

最後に，受検庁その他の関係者の皆様には，こ

れらの事例を参考とされて，適正かつ効率的・効

果的な事業の実施に努めていただくようお願いす

る次第である。
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